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【定性的情報・財務諸表等】 

 

１．経営成績 

 

(1)経営成績に関する分析 

 

当連結会計年度における連結経営成績につきましては、中小企業金融円滑化先に対しより精緻な引

当を行う等、不良債権の処理を積極的に進めましたが、平成 26 年 3 月期から新たな自己資本比率規制

（バーゼルⅢ）が導入されることを睨んだ株式等売却益の増加等により経常利益は、前年同期比 20 億

34 百万円増加し 99 億 78 百万円となりました。当期純利益は、前年同期比 9 億 64 百万円増加し 55 億

45 百万円となりました。 

なお、経常収益は、国債等債券売却益は減少したものの役務取引等収益及び株式等売却益の増加等

により、前年同期比 11 億 10 百万円増加し 399 億 94 百万円となりました。 

 

平成 27 年 3 月期の業績見通しは以下のとおりです。 

(単位：百万円) 

 平成 27 年 3 月期 

連結 単体 

経 常 利 益 6,900 6,800 

当 期 純 利 益 4,300 4,300 

 

(2)財政状態に関する分析 

 

当連結会計年度末の連結財政状態につきましては、預金等(譲渡性預金含む)は、前年同期比532億円

増加し1兆8,233億円となりました。 

一方、貸出金は、不良債権の最終処理を進めるとともに積極的な需資の開拓に努めました結果、前

年同期比 362 億円増加し 1兆 4,734 億円となりました。 

有価証券は、前年同期比 118 億円減少し 3,747 億円となりました。 

これらの結果、連結総資産は前年同期比 539 億円増加し、1兆 9,607 億円となりました。 

 

キャッシュ・フローでは、当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前年同期

比 190 億円増加し、615 億円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比 212 億円増加し、88 億円となりました。これは

主に、預金の増加等によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比 371 億円増加し、115 億円となりました。これは

主に、有価証券の償還による収入増等によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比ほぼ同額の△14 億円となりました。 

 

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 

当行は、銀行としての公共的使命に鑑み、経営体質の強化を図るとともに、内部留保の充実にも意

を用いつつ、配当についても安定的な実施を基本方針としております。 

   当期末の配当金は 1株当たり 4円を予定しております。これにより、当期の配当金は中間配当金の 4

円と合わせて年間 8円となります。 

次期については、年間配当金は 1株当たり 8円（うち中間配当金 4円）を予定しております。 
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2．企業集団の状況 

 
企業集団は、当行、子会社 4 社で構成され、銀行業務を中心に、信用保証業務などの金融サービスを

提供しております。 
 
〔企業集団の事業系統図〕 
 

  
 
（注）平成 26 年 4 月 1 日において、東日本ビジネスサービス株式会社が、東日本オフィスサービス株式会社を吸収合併しており、当行

の連結子会社は 3 社となりました。 

 

3．経営方針 

 

(1)経営の基本方針 

 

当行は、地域社会の繁栄に貢献し、地域社会から信頼される銀行になり、地域社会と共に発展してい

くことを念願しております。そのため、経営体質の強化改善に努め、地域社会のニーズに積極的にお応

えし、お客さまに満足していただけるサービスを提供することによって、「豊かな町づくり」に奉仕す

るよう努めております。 

 

(2)目標とする経営指標 

 

当行は、平成 26 年 4 月から第 16 次中期経営計画「Value Up 東日本 PARTⅡ～新たな挑戦と飛躍

を目指して～」をスタートさせました。 

目標とする計数は以下のとおりです。 

 

 
計画最終年度目標 

(平成 28 年 3 月期) 
平成26年3月期実績 

貸出金平均残高 1 兆 5,500 億円程度 1 兆 4,280 億円 

預金等平均残高 (譲渡性預金含む) 1 兆 8,300 億円程度 1 兆 7,393 億円 

預貸率 (平均残高ベース) 85％程度 82.1％ 

コア業務粗利益 320 億円程度 315 億円 

コア業務純益 85 億円程度 85 億円 

当期純利益 45 億円程度 54 億円 

コア資本比率 (国内基準) 計画期間中 9％程度 9.3％ 

普通株式等 TierⅠ比率 (国際基準) 計画期間中 8％程度 8.0％ 

本店ほか支店 76 出張所 2
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(3)経営戦略及び対処すべき課題 

 

東京を中心とした首都圏の都市機能の集積と高度化は、引き続き着実に進んでいくと思われますが、

とりわけ 2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催が決まったことで、関連施設や都市機能の

整備を伴いながら、一段と加速していくと考えられます。このような趨勢は、東京地区を中心に新規開

拓とお客さまとの関係強化という独自のビジネスモデルを推進してきた当行にとっては極めて望まし

いビジネス環境であり、この機を捉え経営資源の積極的な集中により収益力の強化に向けた取り組みを

一層強力に進める必要があると考えます。 

一方、メガバンクはもちろんのこと、地域経済の低迷を背景に地域金融機関の首都圏進出がこのとこ

ろ加速し金利競争も激化していることから、当行を取り巻く競争環境はかつてないほど厳しいものにな

ると予想されます。 

当行としては、先人の遺産ともいえる｢立地の優位性｣を活かすべく、これまで培ってきたきめ細かな

対面取引と提案力を重視した営業という武器に一層の磨きをかけながら、諸施策を強力に推進し新たな

挑戦に挑んでいくことで、厳しい競争環境を勝ち抜き次の飛躍につなげていくことが必要です。 

 こうした環境のもと、当行は、平成 26 年 4 月から第 16 次中期経営計画「Value Up 東日本 PART

Ⅱ～新たな挑戦と飛躍を目指して～」をスタートさせました。 

本中期経営計画は、東京を核とした首都圏において中小企業を中心とした貸出を強化していくという、

第 15 次中期経営計画における成長戦略を踏襲し、前計画期間を含めて全体として 5 年間の計画と位置

付け、期間を 2年間としております。 

今後とも、経営体質の強化及び合理化・効率化を推進し、経営の健全性の確保と業績の一層の向上に

努めるとともに、ますます多様化・高度化するお客さまのニーズに的確に対応してまいる所存です。 
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(5)継続企業の前提に関する注記 

 

該当事項はありません。 

 

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

該当事項はありません。 

 
(7)追加情報 

 

 (会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただ

し、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く）、

当連結会計年度末から、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債とし

て計上しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従っ

ており、当連結会計年度末において、税効果調整後の未認識数理計算上の差異及び会計基準変更

時差異の未処理額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額として計上しておりま

す。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が7,368百万円計上されております。

また、繰延税金資産が379百万円増加し、その他の包括利益累計額が688百万円減少しております。 

 

(未適用の会計基準等) 

退職給付に関する会計基準等（平成 24 年５月 17 日） 

   (1)概要 

当該会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上

の差異及び未認識過去勤務費用並びに会計基準変更時差異の処理方法、退職給付債務及び勤務

費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものであります。 

    (2)適用予定日 

当行は退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成 26 年４月１日に開始

する連結会計年度の期首から適用する予定であります。 

   (3)当該会計基準等の適用による影響 

    当該会計基準等の適用による影響は、軽微であるため記載を省略しております。 

 

（税効果会計関係） 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 10 号）が平成 26 年３月 31 日に公布さ

れ、平成 26 年４月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が廃止されることとなり

ました。これに伴い、平成 26 年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異に

かかる繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 37.92％から

35.55％となります。この税率変更により、繰延税金資産は 109 百万円減少し、法人税等調整額は

109 百万円増加しております。 
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(8)連結財務諸表に関する注記事項 

 

(セグメント情報等) 
 

【セグメント情報】 

当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１．サービスごとの情報 
    (単位：百万円) 

 貸出業務 
有価証券 
投資業務 

その他 合計 

外部顧客に対する 
経常収益 

29,004 5,601 4,277 38,883

(注)一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 経常収益 

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益

の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないため、記載を省略し

ております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する経常収益で、連結損益計算書の経常収益の 10％以上を占めるものがないため、

記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．サービスごとの情報 
    (単位：百万円) 

 貸出業務 
有価証券 
投資業務 

その他 合計 

外部顧客に対する 
経常収益 

28,651 6,731 4,611 39,994

(注)一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 経常収益 

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益

の 90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2) 有形固定資産 

当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在している有形固定資産がないため、記載を省略し

ております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客に対する経常収益で、連結損益計算書の経常収益の 10％以上を占めるものがないため、

記載を省略しております。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【関連当事者情報】 

関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 

 
 
(１株当たり情報) 
 

 
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

１株当たり純資産額 554円88銭 573円11銭

１株当たり当期純利益金額 25円94銭 31円40銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 25円91銭 31円28銭

 

(注) １．１株当たり純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度末 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度末 

(平成26年３月31日) 

純資産の部の合計額 百万円 98,200 101,546

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 198 332

うち新株予約権 百万円 59 144

うち少数株主持分 百万円 139 187

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 98,001 101,214

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
期末の普通株式の数 

千株 176,617 176,604
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２.１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであ

ります。 

 

 
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益 百万円 4,581 5,545

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る当期純利益 百万円 4,581 5,545

普通株式の期中平均株式数 千株 176,623 176,611

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額 百万円 ― ―

普通株式増加数 千株 213 690

  うち新株予約権 千株 213 690

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益金額の算定に
含めなかった潜在株式の概要 

 ――――― ――――― 

 
 
 (重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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(4)継続企業の前提に関する注記 

 

該当事項はありません。 
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６．その他 

 

役員の異動（平成 26 年 6 月 26 日付） 

 

 

（1）昇格予定取締役 

   専務取締役   越阪部 勝実（現 常務取締役） 

   常務取締役   加藤 健一 （現 取締役ビジネス戦略推進部長） 

   常務取締役   本田  修  （現 取締役経営企画部長） 

 

（2）退任予定取締役 

   現 専務取締役 水田 敏夫 （東栄㈱取締役社長就任予定） 

   現 常務取締役 伊藤  均  （東光㈱取締役社長就任予定） 

   現 取締役   小島 正年 （東日本保証サービス㈱取締役社長

就任予定） 
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平成25年度

決算説明資料

株式会社　東日本銀行



Ⅰ. 平成25年度決算の概況

1. 損益概況 単 ・ 連 P1

2. 業務純益 単 P2

3. 利回・利鞘 単 P3

4. ROE 単 P3

5. ROA 単 P4

6. OHR・コアOHR 単 P4

7. 有価証券関係損益 単 P4

8. 有価証券評価損益 単 P5

9. デリバティブ取引 単 P5

10. 自己資本比率（国内基準・速報値） 単 ・ 連 P6

Ⅱ. 貸出金等の状況

1. リスク管理債権の状況 単 ・ 連 P7

2. 貸倒引当金 単 ・ 連 P9

3. リスク管理債権に対する保全率 単 P9

4. 業種別リスク管理債権 単 P10

5. 金融再生法開示債権の状況 単 ・ 連 P11

6. 金融再生法開示債権に対する保全率 単 P12

7. 自己査定と2つの開示基準の比較 単 P13

8. 業種別貸出状況等 単 P14

9. 預金、貸出金の残高 単 P15

Ⅲ. その他

1. 役務取引等収益 単 P16

2. 外国為替 単 P16

3. 預り資産の残高 単 P16

4. 人員の推移 単 P16

【　目　　次　】



Ⅰ.平成25年度決算の概況
1.損益概況

32,935 33,873 △ 938
31,518 31,158 359
32,407 33,504 △ 1,096
30,990 30,789 201

資 金 利 益 29,289 29,248 40
役 務 取 引 等 利 益 1,682 1,511 170
そ の 他 業 務 利 益 1,436 2,743 △ 1,307
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） 1,417 2,715 △ 1,297

528 369 158
528 369 158

資 金 利 益 353 211 141
役 務 取 引 等 利 益 40 40 0
そ の 他 業 務 利 益 134 117 16
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） - - -

(△) 22,975 22,590 385
人 件 費 (△) 12,470 12,331 138
物 件 費 (△) 9,401 9,276 125
税 金 (△) 1,103 982 121

9,959 11,283 △ 1,323
除 く 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） 8,542 8,567 △ 25

① (△) △ 189 △ 1,071 881
10,149 12,354 △ 2,205

う ち 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） 1,417 2,715 △ 1,297
△ 319 △ 4,401 4,082

② (△) 2,876 4,485 △ 1,609
貸 出 金 償 却 (△) 0 82 △ 82
個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額 (△) 1,690 3,524 △ 1,833
偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 等 (△) 267 468 △ 201
バ ル ク セ ー ル 売 却 損 (△) 917 409 508
そ の 他 の 債 権 売 却 損 等 (△) 0 - 0

③ 2 7 △ 5
2,264 175 2,088

株 式 等 売 却 益 2,267 175 2,091
株 式 等 売 却 損 (△) - - -
株 式 等 償 却 (△) 2 - 2

9,830 7,952 1,877
△ 132 △ 133 1
△ 132 △ 133 1

固 定 資 産 処 分 益 - 0 △ 0
固 定 資 産 処 分 損 (△) 132 134 △ 1

9,697 7,819 1,878
(△) 2,273 3,222 △ 948
(△) 1,967 △ 41 2,008
(△) 4,240 3,181 1,059

5,457 4,638 819

2,684 3,405 △ 721

特 別 損 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益
法 人 税 等 合 計

税 引 前 当 期 純 利 益

【単　体】  （単位:百万円）

(除く国債等債券損益（５勘定尻））

国 内 業 務 粗 利 益
(除く国債等債券損益（５勘定尻））

国 際 業 務 粗 利 益

平成26年3月期
業 務 粗 利 益
( 除 く 国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ） ）

平成25年3月期 増　　　減

不 良 債 権 処 理 額
臨 時 損 益

業 務 純 益 （ 一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 前 ）

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
業 務 純 益

(注)

株 式 等 関 係 損 益
償 却 債 権 取 立 益

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。増減は円単位で算出し百万円未満を切り捨てて表示しており
ます。

経 常 利 益

実 質 与 信 費 用 ① ＋ ② － ③

う ち 固 定 資 産 処 分 損 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

東日本銀行
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33,432 34,364 △ 931
29,665 29,487 177
1,745 1,567 178
2,021 3,309 △ 1,287

(△) 23,379 23,108 270
① (△) 2,795 3,696 △ 900

(△) 1 85 △ 83
(△) 1,759 3,725 △ 1,966
(△) △ 193 △ 1,082 889
(△) 1,228 967 260

② 2 8 △ 5
2,264 175 2,088
453 200 252

9,978 7,944 2,034
△ 132 △ 133 1
9,846 7,810 2,035

(△) 2,285 3,223 △ 937
(△) 1,967 △ 41 2,008
(△) 4,253 3,181 1,071
(△) 47 47 0

5,545 4,581 964

2,793 3,687 △ 894

(注)1.
 

2.

4 社 4 社 －

2.業務純益
【単　体】

(百万円) 9,959 11,283 △ 1,323

職 員 1 人 当 た り (千円） 6,999 7,957 △ 957

(百万円) 10,149 12,354 △ 2,205

職 員 1 人 当 た り (千円） 7,132 8,712 △ 1,580

(注)

連結粗利益 ＝(資金運用収益－資金調達費用）+（役務取引等収益－役務等取引費用）+（その
他業務収益－その他業務費用）

実 質 業 務 純 益

業 務 純 益

実質業務純益は一般貸倒引当金繰入前の業務純益です。職員1人当たり(実質)業務純益は出向者
を除く平均人員で算出しています。

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。増減は円単位で算出し百万円未満を切
り捨てて表示しております。

平成26年3月期 平成25年3月期 増　　　減

連 結 子 会 社 数

当 期 純 利 益

増　　　減

（単位:百万円）【連　結】   

連 結 粗 利 益

営 業 経 費

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 倒 償 却 引 当 費 用

平成26年3月期 平成25年3月期

そ の 他 の 与 信 関 係 費 用

少 数 株 主 利 益

そ の 他

実 質 与 信 費 用 ① － ②

経 常 利 益
特 別 損 益

株 式 等 関 係 損 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計

（連結対象会社数）

資 金 利 益

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 業 務 利 益

貸 出 金 償 却
個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額

役 務 取 引 等 利 益

東日本銀行
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3.利回・利鞘

【単　体】国内

1.70 1.76 △ 0.06

A 2.01 2.11 △ 0.10

0.73 0.79 △ 0.05

0.10 0.13 △ 0.02

B 0.08 0.10 △ 0.02

1.31 1.32 △ 0.01

1.40 1.44 △ 0.04

A-B 1.93 2.01 △ 0.08

0.62 0.68 △ 0.06

0.30 0.32 △ 0.02

（注）預金等利回りは、譲渡性預金を含んでおります。

【単　体】全店

1.72 1.77 △ 0.05

A 2.00 2.11 △ 0.11

0.74 0.77 △ 0.02

0.10 0.13 △ 0.02

B 0.08 0.11 △ 0.02

1.32 1.33 △ 0.01

1.41 1.45 △ 0.04

A-B 1.92 2.00 △ 0.08

0.60 0.66 △ 0.06

0.30 0.31 △ 0.01

（注）預金等利回りは、譲渡性預金を含んでおります。

4.ROE

【単  体】

9.96 11.96 △ 1.99

5.46 4.91 0.54

平成26年3月期 平成25年3月期 増 減

預 金 等 利 回

経 費 率

実 質 業 務 純 益 ベ ー ス

資 金 調 達 利 回

当 期 純 利 益 ベ ー ス

{期首純資産残高(新株予約権を除く)＋期末純資産残高(新株予約権を除く)}÷2

実質業務純益(当期純利益)

預 貸 金 利 鞘

総 資 金 利 鞘

資 金 運 用 利 回

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金 調 達 利 回

増 減

(単位:%)

経 費 率

資 金 調 達 原 価

預 貸 金 利 回 差

平 成 26 年 3 月 期

資 金 運 用 利 回

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回

預 金 等 利 回

(単位:%)

資 金 調 達 原 価

預 貸 金 利 回 差

預 貸 金 利 鞘

総 資 金 利 鞘

(単位:%)

平 成 25 年 3 月 期 増 減

平 成 26 年 3 月 期 平 成 25 年 3 月 期

ROE＝ ×100ROE＝ ×100

東日本銀行
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5.ROA

【単  体】

0.53 0.62 △ 0.08

0.29 0.25 0.03

6.OHR・コアOHR

【単  体】

69.75 66.69 3.06

72.89 72.50 0.39

7.有価証券関係損益

①国債等債券損益

（単位：百万円）

1,417 2,715 △ 1,297

1,634 2,715 △ 1,081

- - -

216 0 216

- - -

- - -

②株式等損益

（単位：百万円）

2,264 175 2,088

2,267 175 2,091

- - -

2 - 2

株式等損益(3勘定尻)

O H R

コ ア O H R

平 成 25 年 3 月 期

平 成 26 年 3 月 期

償 還 益

償 還 損

償 却

売 却 損

当 期 純 利 益 ベ ー ス

実質業務純益（当期純利益）

業務粗利益(コア業務粗利益)
経費

償 却

【単  体】

国債等債券損益(5勘定尻)

平 成 26 年 3 月 期

平 成 25 年 3 月 期

【単  体】

増 減

売 却 損

売 却 益

売 却 益

(単位:%)

(単位:%)

総資産平均残高－支払承諾見返平均残高

平 成 26 年 3 月 期

実質業務純益ベース

平 成 25 年 3 月 期 増 減

平 成 26 年 3 月 期 平 成 25 年 3 月 期 増 減

増 減

×100ROA＝

OHR(コアOHR)＝ ×100

東日本銀行
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8．有価証券評価損益
【単　体】

満期保有目的の債券

該当事項はありません。

その他有価証券

【単　体】

評価損益 評価損益

25年3月末比

8,068 △ 543 8,441 372 8,612 9,376 764

2,170 58 2,289 118 2,112 2,291 178

2,375 △ 2,295 2,418 43 4,670 4,896 226

878 9 878 - 869 1,053 184

401 △ 145 428 26 547 569 21

1,094 △ 2,158 1,111 17 3,253 3,273 20

3,523 1,693 3,733 209 1,829 2,188 358

279 334 333 54 △ 55 303 358

9．デリバティブ取引
【単　体】

金利関連取引

（単位：百万円）

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

－ － － 24 △0 △0

通貨関連取引

（単位：百万円）

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

契 約
額 等

時 価
評 価
損 益

6,908 18 18 1,915 4 4

株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引、クレジットデリバティブ取引

該当事項はありません。

①

②

①

平 成 26 年 3 月 末 平 成 25 年 3 月 末
種　　　　　類

③

評価損

種　　　　　類

為 替 予 約

区
分

店
頭

外 国 債 券

平 成 26 年 3 月 末

金 利 ス ワ ッ プ

（単位：百万円）

平成26年3月末

その他有価証券で時価のあるもの

株 式

債 券

国 債

評価益評価益 評価損

平成25年3月末

区
分

店
頭

②

地 方 債

社 債

そ の 他

平 成 25 年 3 月 末

東日本銀行
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10.自己資本比率(国内基準、速報値)

(単位:百万円)

単 体 連 結

9.31 % 9.32 %

108,018 108,332

1,160,190 1,162,258

46,407 46,490

（注）「総所要自己資本額」は、リスク・アセット等に4％を乗じた額となります。

（ご参考）

(単位:百万円)

単 体 連 結

9.17 % 9.18 %

7.70 % 7.70 %

87,219 87,360

16,694 16,736

( 3,678 ) ( 3,678 )

( 10,000 ) ( 10,000 )

(△) － －

103,913 104,096

1,132,402 1,133,366

45,296 45,334

自 己 資 本

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

総 所 要 自 己 資 本 額

自 己 資 本 比 率

Ｔ i ｅ ｒ Ⅰ 比 率

Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ

（ う ち 土 地 再 評 価 益 ）

（ う ち 劣 後 債 務 ）

自己資本比率規制（第1の柱）に関する告示（平成18年金融庁告示第19号）の一部改正に伴い、平成26
年3月末より、新基準（バーゼルⅢ）に基づき自己資本比率を算出しております。

平 成 26 年 3 月 末

自 己 資 本 比 率

自 己 資 本 の 額

控 除 項 目

平 成 25 年 3 月 末

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等

総 所 要 自 己 資 本 額

東日本銀行
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Ⅱ．貸出金等の状況

1.リスク管理債権の状況

【単　体】

①リスク管理債権の残高 (単位：百万円)

破 綻 先 債 権 額 2,183 4,091 △ 1,908

延 滞 債 権 額 22,655 25,419 △ 2,764

3か月以上延滞債権額 863 525 338

貸出条件緩和債権額 10,637 11,055 △ 417

合 計 36,340 41,092 △ 4,752

1,473,922 1,437,724 36,197

②貸出残高比率 (単位：%)

破 綻 先 債 権 額 0.14 0.28 △ 0.13

延 滞 債 権 額 1.53 1.76 △ 0.23

3か月以上延滞債権額 0.05 0.03 0.02

貸出条件緩和債権額 0.72 0.76 △ 0.04

合 計 2.46 2.85 △ 0.39

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合のリスク管理債権は、

①リスク管理債権の残高 (単位：百万円)

破 綻 先 債 権 額 883 1,063 △ 180

延 滞 債 権 額 21,800 22,376 △ 575

3か月以上延滞債権額 863 525 338

貸出条件緩和債権額 10,637 11,055 △ 417

合 計 34,185 35,021 △ 835

1,471,767 1,431,653 40,114

②貸出残高比率 (単位：%)

破 綻 先 債 権 額 0.05 0.07 △ 0.01

延 滞 債 権 額 1.48 1.56 △ 0.08

3か月以上延滞債権額 0.05 0.03 0.02

貸出条件緩和債権額 0.72 0.77 △ 0.04

合 計 2.32 2.44 △ 0.12

増 減

平 成 25 年 3 月 末 増 減

平 成 25 年 3 月 末 増 減

リ
ス
ク
管
理
債
権

平 成 26 年 3 月 末

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 26 年 3 月 末

貸
出
残
高
比
率

平 成 26 年 3 月 末

貸
出
残
高
比
率

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 26 年 3 月 末

　　　次のとおりとなります。

平 成 25 年 3 月 末 増 減

平 成 25 年 3 月 末

東日本銀行
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【連　結】

①リスク管理債権の残高 (単位：百万円)

破 綻 先 債 権 額 2,183 4,091 △ 1,908

延 滞 債 権 額 22,666 25,442 △ 2,776

3か月以上延滞債権額 863 525 338

貸出条件緩和債権額 10,637 11,055 △ 417

合 計 36,351 41,115 △ 4,764

1,473,488 1,437,265 36,222

②貸出残高比率 (単位：%)

破 綻 先 債 権 額 0.14 0.28 △ 0.13

延 滞 債 権 額 1.53 1.77 △ 0.23

3か月以上延滞債権額 0.05 0.03 0.02

貸出条件緩和債権額 0.72 0.76 △ 0.04

合 計 2.46 2.86 △ 0.39

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合のリスク管理債権は、

①リスク管理債権の残高 (単位：百万円)

破 綻 先 債 権 額 883 1,063 △ 180

延 滞 債 権 額 21,806 22,389 △ 582

3か月以上延滞債権額 863 525 338

貸出条件緩和債権額 10,637 11,055 △ 417

合 計 34,190 35,034 △ 843

1,471,327 1,431,183 40,144

②貸出残高比率 (単位：%)

破 綻 先 債 権 額 0.06 0.07 △ 0.01

延 滞 債 権 額 1.48 1.56 △ 0.08

3か月以上延滞債権額 0.05 0.03 0.02

貸出条件緩和債権額 0.72 0.77 △ 0.04

合 計 2.32 2.44 △ 0.12

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 26 年 3 月 末 平 成 25 年 3 月 末 増 減

増 減

貸
出
残
高
比
率

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸 出 金 期 末 残 高

平 成 26 年 3 月 末 平 成 25 年 3 月 末

増 減

貸
出
残
高
比
率

平 成 26 年 3 月 末 平 成 25 年 3 月 末 増 減

　　　次のとおりとなります。

平 成 26 年 3 月 末 平 成 25 年 3 月 末

東日本銀行
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2.貸倒引当金

(単位:百万円)

9,217 12,601 △ 3,383

一 般 貸 倒 引 当 金 2,826 3,016 △ 189

個 別 貸 倒 引 当 金 6,390 9,585 △ 3,194

特定海外債権引当勘定 - - -

【連  結】 (単位:百万円)

9,465 13,008 △ 3,542

一 般 貸 倒 引 当 金 2,864 3,058 △ 193

個 別 貸 倒 引 当 金 6,601 9,949 △ 3,348

特定海外債権引当勘定 - - -

3.リスク管理債権に対する保全率

【単  体】 (単位:百万円)

リス ク管 理債 権 (A) 36,340 41,092 △ 4,752

担保等保全額 (B) 15,064 16,200 △ 1,135

貸 倒 引 当 金 (C) 6,906 10,047 △ 3,141

引 当 率 (C)/(A) 19.00 % 24.45 % △ 5.44 %

保 全 率 (B+C)/(A) 60.45 % 63.87 % △ 3.41 %

平 成 26 年 3 月 末

平 成 26 年 3 月 末

【単  体】

貸 倒 引 当 金

増 減

増 減

平 成 26 年 3 月 末

平 成 25 年 3 月 末

平 成 25 年 3 月 末

平 成 25 年 3 月 末 増 減

貸 倒 引 当 金

東日本銀行
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4.業種別リスク管理債権

(単位：百万円）

平 成 26 年 3 月 末 平 成 25 年 3 月 末 増 減

国内(除く特別国際金融取引勘定) 36,340 41,092 △ 4,752

製 造 業 2,644 2,867 △ 222

農 業 、 林 業 22 17 5

鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利 採 取 業 5 - 5

建 設 業 1,041 1,730 △ 688

情 報 通 信 業 460 276 184

運 輸 業 、 郵 便 業 1,290 1,253 37

卸 売 業 、 小 売 業 3,208 3,674 △ 466

金 融 業 、 保 険 業 5,653 6,274 △ 621

不 動 産 業 2,113 3,023 △ 909

不 動 産 賃 貸 管 理 業 11,218 10,931 287

物 品 賃 貸 業 6 - 6

学術研究、専門・技術サービス業 767 1,077 △ 310

宿 泊 業 242 258 △ 15

飲 食 業 597 703 △ 106

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業 4,599 6,288 △ 1,688

教 育 、 学 習 支 援 業 26 30 △ 4

医 療 ・ 福 祉 363 500 △ 136

そ の 他 サ ー ビ ス 業 309 283 26

そ の 他 1,767 1,901 △ 133

【単　体】

東日本銀行
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5.金融再生法開示債権の状況

【単　体】 (単位：百万円)

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

5,104 11,542 △ 6,438

危 険 債 権 19,786 18,029 1,757

要 管 理 債 権 11,501 11,581 △ 79

36,392 41,153 △ 4,761

1,440,696 1,400,641 40,055

要 管 理 債 権 以 外 の
要 注 意 債 権

176,090 181,704 △ 5,614

正 常 先 債 権 1,264,606 1,218,936 45,670

1,477,089 1,441,794 35,294

(単位：％)

2.46 2.85 △ 0.39

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の金融再生法開示債権は、

(単位：百万円)

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

2,923 5,459 △ 2,536

危 険 債 権 19,786 18,029 1,757

要 管 理 債 権 11,501 11,581 △ 79

34,211 35,070 △ 858

1,440,696 1,400,641 40,055

1,474,907 1,435,711 39,196

(単位：％)

2.31 2.44 △ 0.12

　　　次のとおりとなります。

総 与 信 額

合 計

正 常 債 権

増 減

要 管 理 債 権 以 下 の 割 合

増 減

合 計

要 管 理 債 権 以 下 の 割 合

総 与 信 額

正 常 債 権

平 成 25 年 3 月 末

平 成 25 年 3 月 末平 成 26 年 3 月 末

平 成 26 年 3 月 末

東日本銀行

11



【連　結】 (単位：百万円)

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

5,406 12,122 △ 6,716

危 険 債 権 19,811 18,063 1,747

要 管 理 債 権 11,501 11,581 △ 79

36,719 41,767 △ 5,048

1,441,568 1,401,346 40,222

要 管 理 債 権 以 外 の
要 注 意 債 権

176,111 181,727 △ 5,616

正 常 先 債 権 1,265,457 1,219,618 45,839

1,478,287 1,443,113 35,174

(単位：％)

2.48 2.89 △ 0.41

(参考)当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の金融再生法開示債権は、

(単位：百万円)

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

3,051 5,770 △ 2,719

危 険 債 権 19,811 18,063 1,747

要 管 理 債 権 11,501 11,581 △ 79

34,364 35,415 △ 1,051

1,441,568 1,401,346 40,222

1,475,932 1,436,761 39,170

(単位：％)

2.32 2.46 △ 0.13

6.金融再生法開示債権に対する保全率

【単　体】 (単位：百万円)

36,392 41,153 △ 4,761

15,086 16,254 △ 1,168

6,954 10,098 △ 3,143

60.56 % 64.03 % △ 3.47 %

合 計

　　　次のとおりとなります。

平 成 26 年 3 月 末

総 与 信 額

要 管 理 債 権 以 下 の 割 合

増 減平 成 25 年 3 月 末

要 管 理 債 権 以 下 の 割 合

平 成 26 年 3 月 末 平 成 25 年 3 月 末

正 常 債 権

総 与 信 額

正 常 債 権

平 成 25 年 3 月 末平 成 26 年 3 月 末

　担保等保全額       (B)

　貸倒引当金　　　 　(C)

　保全率　　　 (B+C)/(A)

増 減

　金融再生法開示債権（A)

増 減

合 計

東日本銀行
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7.自己査定と2つの開示基準の比較
【単　体】 （単位：億円)

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

6
（0）

2
（△2）

0
（△0）

13
（△17）

破綻先債権
21

10
（△4）

7
（△16）

2
（△2）

8
（△21）

22
（△1）

71
（7）

104
（11）

危険債権
貸出金　197
貸出金以外0

93 39 67.15%

3か月以上
延滞債権

8

貸出条件
緩和債権

106

要管理先以外
の要注意先

1,757
（△56）

662
（△34）

1,095
 (△21)

小計
363

小計
150

小計
69

60.56%
合計
363

12,646
（456）

正常債権
14,406

非分類
13,350
(417)

Ⅱ分類
1,291
(△35)

Ⅲ分類
106

（9）

Ⅳ分類
21

（△39）

合計
14,770

※（　）内は平成25年3月末との増減額を表示しております。

【自己査定】

【債務者区分】
正常先
　業績良好で財務内容にも特段の問題がないと認められる先。
要注意先
　今後の管理に注意を要する先。
破綻懸念先
　今後、経営破綻に陥る可能性が高いと認められる先。
実質破綻先
　法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、実質的に経営破綻に陥っている先。
破綻先
　法的・形式的に経営破綻の事実が発生している先。

破綻懸念先
197

（17）

要管理先
118

（△0）

保全率

26 24

5

100.00%

31.73%

保有する資産を個別に検討して、回収の危険性や価値の毀損の危険性の度合いによって、その安全
性・確実性を判定するものです。

3
（1）

114
（△1）

30
要管理債権

115

合計
14,770
(352)

正常先
12,646
（456）

要注意先
1,875

（△56）

破綻先
22

（△18）

自己査定における
債務者区分

リスク
管理債権

延滞債権
226

分類 担保等
保全額

金融再生法に
基づく開示債権

貸倒
引当金

破産更生債権および
これらに準ずる債権

貸出金　 50
貸出金以外0

実質破綻先
28

（△45）

東日本銀行
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8.業種別貸出状況等

(単位：百万円)

平 成 26 年 3 月 末 平 成 25 年 3 月 末 増 減

1,473,922 1,437,724 36,197

製 造 業 99,317 99,909 △ 592

農 業 、 林 業 1,105 840 264

漁 業 42 - 42

鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業 375 366 8

建 設 業 83,027 77,205 5,822

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 1,405 539 866

情 報 通 信 業 27,583 28,811 △ 1,228

運 輸 業 、 郵 便 業 39,874 34,674 5,199

卸 売 業 、 小 売 業 145,931 150,701 △ 4,770

金 融 業 、 保 険 業 78,897 73,615 5,282

不 動 産 業 92,408 83,560 8,848

不 動 産 賃 貸 管 理 業 385,458 350,782 34,675

物 品 賃 貸 業 31,452 29,736 1,715

学術研究、専門・技術サービス業 21,817 23,068 △ 1,250

宿 泊 業 13,702 13,637 64

飲 食 業 19,324 20,060 △ 736

生活関連サービス業、娯楽業 48,207 47,719 488

教 育 、 学 習 支 援 業 6,405 6,525 △ 120

医 療 ・ 福 祉 32,558 30,494 2,063

そ の 他 サ ー ビ ス 業 28,281 29,741 △ 1,460

地 方 公 共 団 体 45,314 50,104 △ 4,790

そ の 他 271,430 285,627 △ 14,197

- - -

政 府 等 - - -

金 融 機 関 - - -

商 工 業 - - -

そ の 他 - - -

1,473,922 1,437,724 36,197

①業種別貸出金

合 計

特 別 国 際 金 融 取 引 勘 定 分

国内(除く特別国際金融取引勘定)

【単　体】

東日本銀行
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(単位：百万円)

250,328 265,208 △ 14,879

12,077 12,698 △ 621

262,405 277,906 △ 15,501

③中小企業等に対する貸出金
(単位：百万円)

1,246,777 1,216,758 30,019

1,473,922 1,437,724 36,197

84.58 % 84.63 % △ 0.04 %

45,423 件 45,749 件 △ 326 件

45,812 件 46,117 件 △ 305 件

99.15 % 99.20 % △ 0.05 %

980,187 934,497 45,689

66.50 % 64.99 % 1.50 %

9．預金、貸出金の残高
①預金、貸出金の期末残高・平均残高

(単位：百万円)

(末残) 1,781,089 1,718,401 62,688

(平残) 1,679,141 1,663,413 15,728

(末残) 43,865 53,326 △ 9,461

(平残) 60,177 23,231 36,945

(末残) 1,473,922 1,437,724 36,197

(平残) 1,428,033 1,369,873 58,160

②預金者別預金期末残高
(単位：百万円)

529,736 488,424 41,312

1,173,704 1,178,403 △ 4,699

51,516 38,305 13,211

26,132 13,268 12,863

1,781,089 1,718,401 62,688

②消費者ローン残高

【単　体】

【単　体】

平 成 26 年 3 月 末

住 宅 ロ ー ン

そ の 他 ロ ー ン

合 計

【単　体】

平 成 26 年 3 月 末

平 成 25 年 3 月 末

平 成 25 年 3 月 末 増 減

総 貸 出 先 件 数 (D)

中小企業等貸出先件数比率(C)/(D)

中 小 企 業 貸 出 金 残 高 (E)

増 減

金　　　　融

増 減

増 減

貸  出  金

【単　体】

中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高 (A)

中 小 企 業 貸 出 金 比 率 (E)/(B)

総 貸 出 金 残 高 (B)

中 小 企 業 等 貸 出 金 比 率 (A)/(B)

中 小 企 業 等 貸 出 先 件 数 (C)

合　　　　計

平 成 26 年 3 月 末

平 成 26 年 3 月 末

平 成 25 年 3 月 末

平 成 25 年 3 月 末

預      金

譲渡性預金

法　　　　人

個　　　　人

公　　　　金

東日本銀行
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Ⅲ．その他

1.役務取引等収益

(単位:百万円)

平成26年3月期 平成25年3月期 増 減

3,420 3,211 208

8.65 % 8.36 % 0.28 %

2.外国為替

(単位:百万ドル)

平成26年3月期 平成25年3月期 増 減

809 905 △ 95

(単位:百万円)

134 117 16

3.預り資産の残高

(単位:百万円)

平成26年3月期 平成25年3月期 増 減

37,795 38,800 △ 1,005

65,133 57,126 8,006

個 人 年 金 保 険 25,209 25,684 △ 474

一 時 払 終 身 保 険 36,836 28,234 8,601

平 準 払 終 身 保 険 968 363 604

学 資 保 険 137 127 9

積 立 傷 害 保 険 1,981 2,717 △ 735

7,694 5,205 2,489

個 人 向 け 国 債 7,027 4,557 2,470

4.人員の推移

【単　体】 （単位：人）

平成26年3月期 平成25年3月期 増 減

17 17 －

1,424 1,417 7

(注)従業員数には、出向者を含み、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。

【単　体】

【単　体】

役 務 取 引 等 収 益

従 業 員 数

投 資 信 託

保 険 商 品

国 債

【単　体】

経 常 収 益 比

外 国 為 替 取 扱 高

外 国 為 替 売 買 益

役 員 数

東日本銀行
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